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を抜本的に見直すこととした 。  
このような法人制度改革を契機に、法人制度改革３法が （平成 ）年 月 日に成
立した 。①「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（法律 号）、②「公益社団
                                                                                                                                                                        
1 総務省行政監察局編『公益法人の現状と課題―総務庁の行政監察結果からみて』（大




一「一般社団・財団法人法におけるガバナンス」ジュリスト 1328 号 3 頁、小町谷育子
ほか『Ｑ＆Ａ一般法人法・公益法人法解説』2 頁（三省堂、2008 年）〔以下、『Ｑ＆Ａ』と
略す〕など参照。  





康「一般社団・財団法人法におけるガバナンス」ジュリスト 1328 号 4 頁以下参照。  
5 『一問一答』28頁以下、山田誠一「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律につ
いて」みんけん 号頁（ 年）、山田誠一「これからの法人制度（第１回・第２回）」
法学教室 号頁 ,322号16頁（年）、梅澤敦「公益法人制度改革関連 法」ジュリス






























般社団・財団法人法』（全国公益法人協会、2017年）〔以下、『逐条解説』と略す〕も参照。   
6 鳥谷部茂「新たな法人制度の仕組みと法律関係」『民事法改革の動向Ⅲ』１頁以下（成
文堂、2009 年）参照。  
7 2017 年に日本私法学会のシンポジウム「非営利法人に関する法の現状と課題」が開催
され、その報告資料として、ＮＢＬ1104 号 4 頁～68 頁に諸論稿が掲載されている〔以







論については、日本私法学会編「非営利法人に関する現状と課題」私法 80 号 5～17 頁



































                                                   
8 山田・前掲ジュリスト 1328 号 20 頁参照。  
9 北村・前掲 NBL1104 号 29 頁以下参照。  
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  一般社団法人  公益社団法人  法人法制定前の民法  会社法 
社員総会・理事  条社員総会、条 
項理事 




































































条 行 政 庁 に よ
る報告・検査、
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10 『Q&A』118 頁、『機関と運営』86 頁参照。  





























                                                   
12 林良平＝前田達明編『新版注釈民法（２）総則 法人・物』 頁（林良平執筆）
（有斐閣、  年）〔以下、 『新版注釈民法』と略す〕、『逐条解説』  頁、神作・前掲ジ
ュリスト  号  頁参照。  
13 神作裕之・前掲 NBL767 号 24 頁、28 頁～30 頁参照。  
14 神作・前掲 NBL767 号 24 頁参照。  
15 『逐条解説』30 頁参照。  
16 神作・前掲 NBL767 号 24 頁、28 頁～30 頁参照。  
17 中田・前掲ジュリスト 1328 号 6 頁参照。  
18 雨宮・前掲ジュリスト 1328 号 15 頁以下、『Q&A』119 頁～127 頁、『機関と運営』
90 頁参照。また、公益認定については、特集「公益法人の移行・廃止とその問題点」ジ














 ドイツ民法の法人規定は、ドイツ民法（ %*%）条から 条までで、わが国の改正前の
民法規定（ 条から条の）と類似している。すなわち、①法人総則（%*%条～条）、















                                                   
19 神戸大学外国法研究会編『現代外国法典叢書（ 1）独逸民法〔Ⅰ〕民法総則』70 頁
（有斐閣 ,1955 年）、山田晟『ドイツ法概論Ⅱ〔第 3 版〕』32 頁（有斐閣 ,1987 年）、Jauernig, 
BGB,16Aufl.,2015,SS.7; J.von Staudingers Kommentar zum Buergerlichen Gesetzbuch 
mit Einfuehrungs gesetz und Nebengesetzen,Buch1,2005,SS.1;Erman,Buergerliches 














いて、権利を有し、義務を負う」と定める。通説・判例（最判昭和 44・9・29 民集 21





旧中間法人 非営利法人 の場合は範囲外とする裁判例と範囲内とする裁判例がある 。ま
                                                                                                                                                                        
2016,SS.158 und SS.166.等参照。  
20 NomosKommnentar,a.a.O.SS.158.公益目的として 25 の活動が規定されている。  
21 学説は、①権利能力制限説、②行為能力制限説（実在説に立脚）、③代表制限説（擬
制説に立脚）に分かれてきた。『新版注釈民法』223 頁～226 頁（高木多喜男執筆）参照。   
22 『新版注釈民法』240 頁～273 頁（高木多喜男執筆）参照。最判昭和 45・6・24 民





23 非営利法人の場合について、最判昭和 33･9･18 民集 12 巻 13 号 2027 頁は、農業共
同組合がその経済的基盤を確立するために、りんご移出業者からその販売委託を受ける
目的で、その業者（非組合員）に資金を貸し付けた場合には、組合の事業に付帯する事























                                                                                                                                                                        
ことを承知していたときは、「目的の範囲」外の行為にあたる、とする。 




また、最判平成 14・4・25 判例時報 1785 号 31 頁は、司法書士会が、阪神淡路大震
災により被災した兵庫県司法書士会に対して復興支援金を寄付するために、特別負担金
を同会員から徴収する決議は、目的の範囲内の行為である、とする。  
さらに、神戸地判平成 19・7・17 判例時報 1995 号 104 頁は、行政書士会が政治資金
規制法上の政治団体に寄付することは、同会の目的の範囲外の行為であり、これを承認  
する総会決議は、民法 43 条に違反し無効となる、とする。 

































                                                   
27 中田裕康「公益的団体の財産―残余財産の帰属という視点から」ジュリスト 1105
号 56 頁（1997 年）、『一問』31 頁、『逐条解説』30 頁など参照。  
28 法 239 条 3 項は残余財産は国庫に帰属すると規定するが、残余財産に負担 (抵当権や
他人の債務等）が付いている場合等もあり、容易に国庫帰属が認められるとは限らない。
『一問一答』159 頁、『Q＆A』89 頁、『逐条解説』693 頁以下、『機関と運営』794 頁参
照。  
29 神作・前掲『 私法学会シンポ 1%/ 号』26 頁、北村・前掲『 私法学会シ
ンポ 1%/ 号』32 頁～33 頁参照。  
30 金子宏『租税法〔第 22 版〕』（弘文堂、2017 年）423 頁参照。  
































                                                   
32 金子・前掲書 316 頁以下、岩崎政明「非営利法人・団体および構成員と納税義務」
金融法務 1726 号 49 頁参照。  
33 金子・前掲書 423 頁～425 頁、『Q＆A』159 頁～163 頁参照。  



























 ⅱ 管理監督・余剰金分配禁止原則 
 公益法人は、国又は都道府県の管理監督に服する。余剰金の分配が禁止されている。こ
れらについては前述の通りである。 
 ⅲ 非営利性と収益事業 
収益事業と非営利性について、能見善久教授は、両者の関係を整理検討し、公益性と非
                                                   
35『Q＆A』136 頁～140 頁、松元・前掲『 私法学会シンポ 1%/ 号』 頁、『機
関と運営』90 頁以下など参照。  
36 松元・前掲『 私法学会シンポ 1%/ 号』 頁参照。  
































                                                   
38 能見善久「公益団体における公益性と非営利性」ジュリスト 1105 号 50 頁（1997 年）




































                                                   
40 北村・前掲『2017 私法学会シンポＮＢＬ1104 号』29 頁参照。  
41 監事による理事の行為の差止め（法 103 条）については、『逐条解説』298 頁参照。  
42 内部統制システムについては、『逐条解説』252 頁参照。  
43 『一問一答』  頁～ 頁、『機関と運営』176 頁以下参照。  






























                                                   
45 中田・前掲ジュリスト 1328 号 11 頁参照。  
46 最近の裁判例としては、最判平成 27・4・28 民集 69 巻 3 号 518 頁（一般社団法人に
対する排除措置命令の取消請求）、最判平成 27・12・8 裁判所時報 1641 号 4 頁（特例財
団法人寄付行為変更無効確認請求）、東京地判平成 27・1・22（移行した公益社団法人に
対する更正処分取消請求）、東京地判平成 23・7・27 判例タイムズ 1355 号 232 頁（一
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